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１．は じ め に 

現在，地球環境問題に対する意識の高まりから，電

気式ハイブリッド自動車（以下，HEV という）や電

気自動車（以下，EV という）などの駆動用蓄電池を

搭載した車両が急速に普及しつつある．この駆動用蓄

電池搭載車（以下，電動車両という）には，ニッケル

水素電池やリチウムイオン電池が用いられている． 
一方で，リチウムイオン電池は，外部から強い衝撃

や熱を与えられるなどの苛酷な状況に曝されると熱

暴走を引き起こし，発熱・発火・破裂・ガス噴出など

の現象が発生する可能性があることが知られている．

この現象が大量のリチウムイオン電池を搭載する EV
や HEV などで発生すると，乗員及び車両周辺に重大

な被害を及ぼす可能性があると考えられる．そのた

め，リチウムイオン電池を搭載した車両に対する安全

性を検討する必要がある．この時，自動車が遭遇する

苛酷な状況（条件）において，リチウムイオン電池の

安全性を検討するのが妥当と考える．自動車が遭遇す

る苛酷な状況として，車両火災及び衝突事故が考えら

れる． 
本検討では，リチウムイオン電池を搭載した車両の

安全性評価試験の条件を定めるための基礎データを

収集することを目的として，車両火災実験及び衝突実

験を実施する． 

２．車両火災時の条件の検討 
２．１．車両火災実験について 
過去の車両火災の原因は，事故時の火災や放火，マ

ッチ･ライタ・タバコの不注意などがある．また，電

動車両がガソリン車の車両火災に巻き込まれる場合

も考えられる．これらの車両火災の検討において，駆

動用蓄電池の搭載が想定される部分の温度特性（温度

変化，最高温度など）は，十分に把握されていない． 
本検討では，道路上において電動車両が事故に遭遇

し，他のガソリン車からガソリンが漏れて電動車両の

下部に滞留した後，引火して電動車両がその下方から

火炎に曝される場合を想定した模擬実験を行う．この

模擬実験では，実際の車両を燃やして，駆動用蓄電池

の搭載が想定される位置における温度特性（温度変

化，最高温度など）を測定する．なお，これらの温度

特性は，車両の特性（車両構造，シャシ材質・厚み，

付属装置や内装材の搭載条件など）により変化するた

め，本検討では車両火災時における 1 つの事例とし

て，定量的な温度特性を取得する． 
２．２．実験方法 
リチウムイオン電池は，既に販売された車での搭載

位置や，重心・スペースの制約条件を考慮して，スペ

ース(ア)からスペース(ウ)の位置に設置されると想定

される．そのため，図 1 に示す電動車両の下部に設置

した容器（以下，ガソリンプールという）に溜めたガ

ソリン(40L) を着火源とした． 
本実験で使用する温度センサはK熱電対(クロメル- 
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図 1  実験構成図

 
図 2  温度センサの設置位置 

 

 

から，乗員保護の効果はあると考えられる． 

胸部加速度については，Hybrid II ダミーに加

速度計の設定が無いため測定できなかった， 
なお，加速度波形については，シミュレーショ

ンと実験で差異がみられた．これは，現在のシミ

ュレーション技術で，ダミーの計測値についての 

再現が難しいためと考えられる． 

 ダミーの頭部傷害値について，加速度から算出

する HIC15（Head Injury Criteria：頭部傷害指

標（15ms 区間））を表２に示す．どちらのダミー

でも，2 点式シートベルトが最も大きく，次いで

ベルト拘束なし，2 点式シートベルト＋プロテク

タで 3 点式シートベルトが最も小さかった．また，

3 歳児ダミーより 6 歳児ダミーの方が大きな値を

示した． 

表２ HIC15 傷害値 
 
 
 

 
４．考察 

 今回のシミュレーション及び実験で，ダミーの

挙動はほぼ同等であり，ダミーの挙動に関しては

シミュレーションで模擬できたと考えられる． 

 今回の調査で行った拘束条件の中において，上

体を拘束する条件である 3 点式もしくは 5 点式シ

ートベルトが乗員の安全性が最も高くなった．し

かしながら，使用性の観点で，3 点式シートベル

トに関して懸念点が考えられる．図１９に 3 点式

シートベルト条件でのダミーの試験前状況を示

す．今回の実験において，3 歳児ダミーと 6 歳児

ダミーでショルダーアンカの位置が異なってい

た．今回，シートベルトは胸部中心から鎖骨中心

を通る様に設定し，その調整のためショルダーア

ンカ位置を稼働できるようにしている．そして，

3 歳児ダミーが低くなり，6 歳児ダミーが高くな

った．しかしながら，実際の幼児専用車では，ベ

ルトアンカ位置の変更は構造的に難しく，また，

実際の使用において，使用者（幼児）がショルダ

ーアンカ位置の変更をすることも難しいと考え

られる．さらに， 3 歳児ダミーではシートベルト

が頚部の近くを通っていて，実事故において，ベ

ルトが頚部にかかり危険が生じる可能性が考え

られる．これらのことから，幼児専用車において

3 点式シートベルトを使用することは難しいと考

えられる．2 点式のシートベルトは，大人の監督

があれば幼児でも使用が可能と考えられる． 

 
 
 
 
 

 

(a)3 歳児ダミー   (b)6 歳児ダミー 
図１９ 3 点式シートベルト試験前状況 

 今回の実験において，2 点式シートベルトで 6

歳児ダミーの場合，ダミーの顎が前席上面と衝突

して，頚部の上下方向に力が入り，頭部だけでな

く頚部も危険であることが考えられる．このこと

から，シートの高さを高くするか，シート間距離

を広げて，乗員の頚部への入力や，頭部への上下

方向の入力を避ける要件が必要と考えられる． 

５．まとめ 
 幼児専用車の前面衝突事故を模擬したシミュ

レーションと実験を実施し，幼児専用車の拘束装

置の要件について，調査を実施した結果を以下に

まとめる． 

1. 現在のベルト拘束なしでは，前席に乗員の頭

部及び胸部が衝突して，乗員が傷害を受ける

ことがある． 

2. 2 点式シートベルトで拘束した場合，乗員の

腰部が拘束され，腰部を中心に上体が回転運

動をして，頭部が前席に衝突して，ベルト拘

束なしと同等かそれ以上の頭部傷害を受ける

ことがある． 

3. 前席に保護部材を設置することで，頭部傷害

の程度を小さくできる可能性がある． 

4. 3 点式シートベルトを適正に使用すれば，乗

員傷害を小さくすることが可能である．しか

し，適正に使用することが現実的に難しいと

考えられる． 

以上より，今回の実験条件の中では，2 点式シ

ートベルト＋前席保護部材設置が，頭部と胸部の

両方を保護できて望ましいと考える．そして，さ

らに，シートの高さ要件と保護部材の性能要件の

調査が必要であると考える． 

3歳児ダミー 6歳児ダミー

ベルト拘束なし 178 258

2点式シートベルト 191 527

3点式シートベルト 60 115

2点式シートベルト＋プロテクタ有り 175 210

−−58−− −−59−−



 

 

３．衝突事故時の条件の検討 
３．１．MDB 側面衝突実験方法 
衝突事故時における駆動用畜電池の安全性評価の

検討のため，高電圧ニッケル水素蓄電池を搭載した

HEV について 3 形態の側面衝突実験を実施して，車

両の加速度と変形量の比較をした． 
 表１に実験の衝突形態及び実験条件の概要を示す．

実験は，①現在の乗員保護基準である ECE/R95 側面

衝突法規試験形態，②駆動用蓄電池に最も近い位置に

MDB(Mobile Deformable Barrier）を衝突させる形

態（他の条件は ECE/R95 と同等），③将来の側面衝

突法規として，現在検討が進められている側面衝突試

験形態（MDB が AE-MDB(Advanced European 
MDB)になり，衝突位置が後方に 250mm 変更）の 3
形態で行った． 

表１ 試験条件 

 
 
 
 
 
 
２．２．MDB 側面衝突実験結果 
 図８に車両の床部の構造部材について，試験前後の

形状を示す．試験前形状に対しての差が変形量を表

す．変形量は AE-MDB を衝突させた実験の変形が最

も大きく，サイドシル部が約 30 mm 変形した．駆動

用電池位置に関しては，全ての実験において，衝突前

後でほぼ同等の測定結果であり，ほとんど変形してい

なかった．このことから，MDB 衝突実験が模擬して

いる，乗用車同士の側面衝突事故では，変形が駆動用

電池に与える影響は小さいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８ 車両変形比較 
 図９に車両の各部位の加速度の時間履歴図を示す．

車両重心位置での最大加速度は，後輪に衝突させた場

合が最も小さく，次いで法規衝突の場合で，AE-MEB
を衝突させた場合が最も大きかった．その比は法規衝

突と AE-MDB でおよそ 1.3 倍であった．センタフロ

アクロス位置での最大加速度は，法規衝突が最も小さ

くて，次いで AE-MDB と後輪衝突がほぼ同等で大き

かった．その比はおよそ 1.7 倍であった．リアフロア

クロス部での最大加速度は法規衝突が最も小さくて，

次いで AE-MDB と後輪衝突がほぼ同等で大きかっ

た．その比はおよそ 1.5 倍であった．駆動用蓄電池取

り付け部での最大加速度は法規衝突が最も小さく，次

いで AE-MDB で，後輪衝突が最も大きかった．その

比は法規衝突と AE-MDB でおよそ 1.5 倍，法規衝突

と後輪衝突でおよそ 1.9 倍であった． 
 
  
 

 

 

 

(a) 車両重心 
 
 
 
 
 

(b) センタフロアクロス部 
 
 
 
 
 

(c) リアフロアクロス部 
 
 
 
 
 
 

(d) 駆動用蓄電池取付部 
図９ 車両各部加速度時間履歴図 

これらの結果から，乗員保護試験における衝突実験

と，駆動用電池位置に衝突する実験では最大加速度に

差が見られ，車両に搭載した駆動用畜電池の加速度に
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図 3  車両断面図での温度センサの配置 
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図 4  床上の温度の測定結果の一例 (N6) 

アルメル)19 個とし，図 2 及び図 3 に示す車両床上（車

内側のシャシ表面上：N1～N19）に設置する．また，

同時にビデオ撮影を行い，火炎の様相を確認した． 
２．３．実験結果 
図 4 に床上の温度の測定結果の一例(N6)を示す．図

4 及びビデオ撮影の結果から，温度センサ N6 の温度

は着火後，床下からの熱の影響を受けて温度が徐々に

上昇し，次に，車内火災が拡大して温度が急激に上昇

する．その後，車体の焼失による開口部の増加で冷却

されると考えられる．このことから，駆動用蓄電池へ

の熱の入力は，漏れたガソリンの炎だけではなく，車

内火災の炎の影響も考慮すべきと考えられる． 
図 5 に床上の各温度センサにおける最高温度を示

す．図 5 より，大部分の温度センサの最高温度は，約

800℃から約 1000℃であった． 
駆動用蓄電池への入力温度として，注目する温度

（以下，閾値温度とする），その閾値温度に到達する時

間（到達時間），閾値温度以上が継続する時間（継続

時間）が重要なパラメータと考えられる．閾値温度は，

150℃から 400℃までを 50℃間隔とし，400℃から

1100℃までを 100℃間隔とした． 
図 4 の例では，閾値温度 400℃に対して到達時間は

約 5 分となり，継続時間は約 13 分となった． 
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図 5  床上の温度センサにおける最高温度 
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図 6  各閾値温度への到達時間 (最大･最小･平均) 
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図 7 各閾値温度での継続時間 (最大･最小･平均) 

全温度センサについて求めた到達時間の平均値，最

大値及び最小値を図 6 に示す．同様に，全温度センサ

について求めた継続時間の平均値，最大値及び最小値

を図 7 に示す．これらの結果から，車両が着火してか

ら全焼し 150℃以下となるまでの時間は，最小で 25
分程度となることが分かった． 
以上のことから，電動車両の火災の検討において，

駆動用蓄電池への熱の入力は，漏れたガソリンの炎に

よる影響だけでなく，車内火災の炎の影響についても

考慮すべきであることが分かった．また，駆動用電池

の搭載が想定される部分において数分で 150℃以上

になり，数十分間高温状態が継続する可能性があるこ

とが示された． 

−−60−− −−61−−



 

 

３．衝突事故時の条件の検討 
３．１．MDB 側面衝突実験方法 
衝突事故時における駆動用畜電池の安全性評価の

検討のため，高電圧ニッケル水素蓄電池を搭載した

HEV について 3 形態の側面衝突実験を実施して，車

両の加速度と変形量の比較をした． 
 表１に実験の衝突形態及び実験条件の概要を示す．

実験は，①現在の乗員保護基準である ECE/R95 側面

衝突法規試験形態，②駆動用蓄電池に最も近い位置に

MDB(Mobile Deformable Barrier）を衝突させる形

態（他の条件は ECE/R95 と同等），③将来の側面衝

突法規として，現在検討が進められている側面衝突試

験形態（MDB が AE-MDB(Advanced European 
MDB)になり，衝突位置が後方に 250mm 変更）の 3
形態で行った． 

表１ 試験条件 

 
 
 
 
 
 
２．２．MDB 側面衝突実験結果 
 図８に車両の床部の構造部材について，試験前後の

形状を示す．試験前形状に対しての差が変形量を表

す．変形量は AE-MDB を衝突させた実験の変形が最

も大きく，サイドシル部が約 30 mm 変形した．駆動

用電池位置に関しては，全ての実験において，衝突前

後でほぼ同等の測定結果であり，ほとんど変形してい

なかった．このことから，MDB 衝突実験が模擬して

いる，乗用車同士の側面衝突事故では，変形が駆動用

電池に与える影響は小さいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８ 車両変形比較 
 図９に車両の各部位の加速度の時間履歴図を示す．

車両重心位置での最大加速度は，後輪に衝突させた場

合が最も小さく，次いで法規衝突の場合で，AE-MEB
を衝突させた場合が最も大きかった．その比は法規衝

突と AE-MDB でおよそ 1.3 倍であった．センタフロ

アクロス位置での最大加速度は，法規衝突が最も小さ

くて，次いで AE-MDB と後輪衝突がほぼ同等で大き

かった．その比はおよそ 1.7 倍であった．リアフロア

クロス部での最大加速度は法規衝突が最も小さくて，

次いで AE-MDB と後輪衝突がほぼ同等で大きかっ

た．その比はおよそ 1.5 倍であった．駆動用蓄電池取

り付け部での最大加速度は法規衝突が最も小さく，次

いで AE-MDB で，後輪衝突が最も大きかった．その

比は法規衝突と AE-MDB でおよそ 1.5 倍，法規衝突

と後輪衝突でおよそ 1.9 倍であった． 
 
  
 

 

 

 

(a) 車両重心 
 
 
 
 
 

(b) センタフロアクロス部 
 
 
 
 
 

(c) リアフロアクロス部 
 
 
 
 
 
 

(d) 駆動用蓄電池取付部 
図９ 車両各部加速度時間履歴図 

これらの結果から，乗員保護試験における衝突実験

と，駆動用電池位置に衝突する実験では最大加速度に

差が見られ，車両に搭載した駆動用畜電池の加速度に

法規衝突 後輪衝突 AE-MDB衝突

衝突形態

衝突速度 50.1 km/h 50.1 km/h 50.1 km/h

衝突位置
MDB中心とSRPが一

致
MDB中心と後輪中
心より25mm前方

MDB中心とSRPから
250mm後方

衝突車仕様 ECE/R95 MDB ECE/R95 MDB AE-MDB
衝突車質量 948 kg 948 kg 1500 kg
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図 3  車両断面図での温度センサの配置 
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図 4  床上の温度の測定結果の一例 (N6) 

アルメル)19 個とし，図 2 及び図 3 に示す車両床上（車

内側のシャシ表面上：N1～N19）に設置する．また，

同時にビデオ撮影を行い，火炎の様相を確認した． 
２．３．実験結果 
図 4 に床上の温度の測定結果の一例(N6)を示す．図

4 及びビデオ撮影の結果から，温度センサ N6 の温度

は着火後，床下からの熱の影響を受けて温度が徐々に

上昇し，次に，車内火災が拡大して温度が急激に上昇

する．その後，車体の焼失による開口部の増加で冷却

されると考えられる．このことから，駆動用蓄電池へ

の熱の入力は，漏れたガソリンの炎だけではなく，車

内火災の炎の影響も考慮すべきと考えられる． 
図 5 に床上の各温度センサにおける最高温度を示

す．図 5 より，大部分の温度センサの最高温度は，約

800℃から約 1000℃であった． 
駆動用蓄電池への入力温度として，注目する温度

（以下，閾値温度とする），その閾値温度に到達する時

間（到達時間），閾値温度以上が継続する時間（継続

時間）が重要なパラメータと考えられる．閾値温度は，

150℃から 400℃までを 50℃間隔とし，400℃から

1100℃までを 100℃間隔とした． 
図 4 の例では，閾値温度 400℃に対して到達時間は

約 5 分となり，継続時間は約 13 分となった． 
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図 5  床上の温度センサにおける最高温度 
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図 6  各閾値温度への到達時間 (最大･最小･平均) 
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図 7 各閾値温度での継続時間 (最大･最小･平均) 

全温度センサについて求めた到達時間の平均値，最

大値及び最小値を図 6 に示す．同様に，全温度センサ

について求めた継続時間の平均値，最大値及び最小値

を図 7 に示す．これらの結果から，車両が着火してか

ら全焼し 150℃以下となるまでの時間は，最小で 25
分程度となることが分かった． 
以上のことから，電動車両の火災の検討において，

駆動用蓄電池への熱の入力は，漏れたガソリンの炎に

よる影響だけでなく，車内火災の炎の影響についても

考慮すべきであることが分かった．また，駆動用電池

の搭載が想定される部分において数分で 150℃以上

になり，数十分間高温状態が継続する可能性があるこ

とが示された． 
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５．自動車審査部における審査の概要について 
 

 

自動車審査部長 小田 曜作  

 

 

１．はじめに 

新たに自動車を使用するときは道路運送車両法に

基づき、運輸支局等で新規検査を受けることが義務づ

けられている。この新規検査を効果的、かつ適正に実

施して、安全の確保や環境の保全を図るために、自動

車等が基準に適合しているかどうかを事前に審査す

る型式指定制度が設けられている。 

自動車審査部は、自動車及び装置に関し、国の行う

型式指定業務の一環として、安全・環境基準への適合

性、燃料消費量の確認等について、公正・中立な立場

で審査を行う我が国唯一の機関である。 

審査の過程において基準不適合車を排除し、当該自

動車が市場に出回ることを防止することを目的とす

る厳正な審査と申請者にとって利便性・合理性の高い

審査を両立することが従来にも増して求められてい

る中で、自動車審査部では業務実施体制の強化を図る

べく、以下の取り組みを行っている。ここでは、平成

22年度に実施したものを中心に記載する。 

 

１．１．組織運営 

審査業務に関する基本的な方針の検討を行うととも

に、業務運営に係る総合調整を行うため、審査運営会

議を開催し、審査業務実行状況の把握、審査業務関連

の規程制定、業務評価に係る指標の検討、ユーザーニ

ーズに対応した業務改善方策等の策定を行っている。 

また、基準の強化、新技術の導入等に対応しつつ自

動車等の審査を機動的かつ効率的に実施するため、前

年に引き続きスタッフ制のもとで審査の専門分野ご

とにグループを編成する体制とし、組織運営の効率化

の観点から、基準の新設等による業務量の拡大、新規

業務の追加等に応じて適宜柔軟にグループの改編を

行っている。 

 

 

 

２．自動車等の審査業務 

 平成 22 年度における自動車等の審査件数は、自動

車3,351型式、装置401型式である。このうち、ハイ

ブリッド自動車に対する審査件数は 82 型式（新規：

７型式、変更：75型式）となっている。 

 ハイブリッド自動車等の高電圧蓄電池を動力源と

した乗用の車両に対しては、平成 24 年 7 月 1 日より

通常使用時と衝突時における乗車乗員の感電保護基

準が適用となり、当該基準の基準適用日前対応として

の申請が平成 22 年度後半から増えているところであ

る。 

また、燃費向上を目的に「アイドリングストップ」

を装備する自動車の申請が増加している。この中に

は、停止する前にアイドリングストップを作動させる

ものも出てきている。さらに、アイドリングストップ

の装備と合わせる形でアイドリングストップ時のブ

レーキ圧低下による坂道での後退を防ぐための「ヒル

スタートアシスト」を装備する自動車の申請が見受け

られた。 

その他、横滑り防止装置（ESC）やブレーキアシス

ト（BAS）の基準適用日前の対応として、当該装置を

装備する車両の申請が増えているところである。 
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表１ 審査件数の推移 

 

試験自動車の大臣認定については、非接触給電シス

テム搭載のプラグインハイブリッド自動車、E10燃料

 

 

よる衝撃に対する安全性を，乗員保護試験で確認をす

ることは難しい場合があるといえる． 
３．３．ポール側面衝突実験方法 
 一般に車両相互事故よりも車両単独事故の方の車

両変形が大きいと言われている．そこで，変形につい

ては，車両相互事故を模擬した MDB 側面衝突実験よ

り，車両単独側面衝突事故を模擬したポール側面衝突

実験で検討した方が良いと考えられる． 
 ポール側面衝突実験条件について（試験車両は

HEV ではない普通乗用車），過去に当研究所で行った

実験を表２に示す．29 km/h で直角に前席乗員頭部重

心とポール中心が一致する位置に衝突させた．  
表２ ポール側面衝突試験条件 

 

 

 

 

 

 

３．４．ポール側面衝突実験結果 
図１０に実験前後での外板サイドシル部の形状を

示す．外板の変形で約 250 mm サイドシルが変形して

いた．このことから，駆動用電池を変形が及ばない範

囲に搭載するか，車両に搭載する駆動用電池について

（カバーに強度部材を使用している場合は，駆動用電

池にカバーをつけた状態で）変形衝撃に関する安全性

の確認をする必要があると考えられる． 
 

 

 

 

図１０ ポール側面衝突による車両変形 

４．ま と め 
 本報告では，車両火災時及び衝突事故時において電

動車両の電池搭載想定部分が曝される状況の物理的

条件を求めた． 
車両火災の検討では，電動車両が事故時に火災に巻

き込まれた場合を想定として，駆動用蓄電池の搭載が

想定される位置における温度特性について検討した．    
今回の実験条件において，リチウムイオン電池が設

置されると想定される部分における各閾値温度での

到達時間と継続時間が得られた． 
 今回の検討の結果，車両火災が車内火災を伴う場合

には，駆動用蓄電池が比較的長い時間，高温環境下に

曝される可能性があるため，車両火災時の安全対策を

検討する場合において，車両が全焼するまでの時間に

対する安全性の確認が必要と考えられる． 
 衝突事故時の検討では，車両の加速度と変形量に関

する検討を行った．車両の加速度については，乗員保

護を目的とした現在の基準条件と，他に駆動用蓄電池

に厳しい 2 条件のあわせて 3 条件で実験を行った．そ

の結果，車両最大加速度について，フロア部では

AE-MDB が最も高く，法規条件に比べ約 1.3 倍であ

った．駆動用蓄電池取り付け部では後輪衝突の形態が

最も高く，法規条件に比べ約 1.9 倍であった．このよ

うに，乗員保護試験の衝突と駆動用蓄電池搭載部に厳

しい条件では加速度に大きな差が見られることから，

電池の加速度に対する評価は新たな試験法が必要と

考えられる． 
車両の変形については，車両単独事故を模擬したポ

ール側面衝突実験結果で最大変形量が約 250 mm で

あった．これより，駆動用蓄電池の衝突時の変形に対

する安全性の確保については，駆動用畜電池の搭載位

置に関して，自動車事故時に変形がないことを保証す

るか，実際に駆動用蓄電池搭載位置に厳しい条件でポ

ール側面衝突試験を実施するか，または，駆動用畜電

池単独での動的入力試験を実施することによる安全

性確認が必要であると考えられる． 
 今後の課題として，車両火災の検討では，各車種の

車両構造の違い（個体差）や放火やマッチ・ライター

などが原因となる車両火災についても検討が必要と

考えられる．また，衝突事故時の検討では，変形に対

する電池搭載位置要件のさらなる検討や，駆動用畜電

池での動的入力試験条件に関する検討が必要と考え

られる． 
今後、今回得られた結果を踏まえ、駆動用蓄電池搭

載車両の安全性（特にリチウムイオン電池）の基準案

を提案したい。 
本検討は，国土交通省の 2009 年度および 2010 年

度の委託事業「リチウムイオン蓄電池搭載車両の安全

性評価に関する調査・検討」により実施したものであ

る． 

ポール側面衝突

衝突形態 　

衝突速度 29 km/h

衝突位置
ダミー頭部中心と

ポールの中心が一致

ポール直径 254 mm
衝突角度 90 °

29km/h 90°
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